労務ならびに安全衛生管理に関する誓約書
令和　　年　　月　　日
赤 坂 建 設 株 式 会 社　殿
　　　

　　工 事 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

誓　　　　　約　　　　　書
　貴社の御発注に係前記工事の施工に当り、労働者を使用するに際
して、労働基準法、労働安全衛生法、労働安全衛生規則、女子年少者労働基準規則、雇用改善法、建設業付属寄宿規定、その他関係法令に定められた事業者としての全ての義務を自主的に遂行するほか

特に安全衛生管理については、下記条項を忠実に遵守し、万一これに違背して災害が発生した場合は、貴社に対して御迷惑をかけないことを誓約致します。

　　　　　　　　　所 在 地

　　　　　　　　　会 社 名

　　　　　　　　　代 表 者                             　㊞

　　　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ

１．法令に基づき、次の通り労務・安全衛生管理体制を確立致します。
1 現場代理人（雇用管理責任者）を選任し、報告するとともに常駐させます。

2 安全衛生責任者を選任し、その氏名等を書面にて貴社に報告するとともに、貴社の安全衛生責任者に積極的に協力させ、その業務を遂行させます。
3 工事着手前に貴社の安全担当者による安全衛生教育を当社現場代理人もしくは安全衛生責任者に受けさせます。
4 管理を必要とする作業を行う時は、労働安全衛生法に基づく作業主任者等を選任し、貴社に報告するとともにその業務を遂行させます。

5 免許又は資格を必要とする作業については、必ず免許・資格を有する者に実施させます。

6 危険有害な作業には特別教育修了者を従事させます。

安全衛生協議会には、必ず出席いたします。

２．工事施工にあたり、特に次のことを遵守致します。

· 一般的事項

1 貴社の名誉、もしくは信用を傷つけたり、機密を外部に漏らしたりしません。

2 当方の従業員に対する労働保険及び社会保険は当方が責任をもって加入し、処理します。

3 貴社の施設（事務所・寄宿等）を使用する場合は、貴社の賃借契約に則りその要項を遵守し使用します。

4 貴社の許可なく、事業場に建物・施設を設置しません。

5 貴社の許可なく、貴社の施設、材料等を使用、移転または撤去しません。

· 労務・安全衛生関係事項
1 貴社で定める労務・安全衛生に関する諸規則、その他指示される事項を誠実に守ります。

2 貴社で行う安全衛生教育や行事には積極的に協力し、必要な場合、自主的に安全衛生教育を実施します。

3 保護帽、安全帯等その他必要な保護具は当方の責任において常備し、労働者にその使用を厳守させます。
4 作業開始前には、必ず安全ミーティングを行います。

5 作業は、作業手順にしたがい、事前に安全設備等を点検し不安全箇所のある時は、即時安全衛生責任者に報告し、整備を願います。

6 作業の為に、開口部等不安全箇所を発生させた時は、早急に災害防止の措置を実施し、現場代理人もしくは安全衛生責任者に報告します。
7 既設安全設備の変更及び移動を行う場合には、必ず事前に現場代理人もしくは安全衛生責任者に届け、承認を得たあと、指示通りに実施しその保守と作業完了後の復元を確実に行います。

8 当社所有の機器、工具を使用する場合は、事前に点検・整備を実施しその検査表とともに取扱者名を報告し、貴社の係員の承認を得たあとでなければ使用しません。
9 施工に伴う発生材、残材等は貴社係員の指示を受け、指定された場所に集積し、常に作業箇所の整理整頓に心がけます。

10 工事現場内の火気使用については、事前に貴社の許可を受けた上で責任者を定め、充分な予防措置と後始末を行います。
11 女子、年少者については、法令に定める就業制限業務は行わせません。

12 雇入れ時の安全衛生教育、健康診断は必ず実施致します。
13 労働者の健康診断は、法令に定められたとおり必ず実施します。

14 常に労働者の動向を把握し、教育に努め下記のような労働者を就業させません。
1. 指示・命令に従わず、勝手な行動をとる者。

2. 保護具の着用を忌避し、又は安全上の指示に従わない者。

3. 酒気をおびた者、もしくは風紀を乱し、他人に迷惑をおよぼすおそれのある者。

上記各項に違背した作業員が、作業所より退去を命じられ、それにより貴社に生じた工程及び工費の損害については、当方の責任として処理させられても異議ありません。
15 再下請業者については関係法令に定められた事項を厳守するよう指導の徹底をはかり、賃金不払等の行為は絶対におこしません。万一問題発生の際は責任を持って問題を解決して一切の御迷惑はおかけしません。
16 労働者災害補償保険法による３日以内の休業補償費及び労働者災害補償保険法により、請求し得ざる災害補償費は当方の負担と致します。

17 当方の責に帰すべき事由により労働者災害補償保険法による給付制限を受けた場合、その制限部分は当方の負担と致します。
18 諸関係法令及び貴社の現場担当者の指示に従わずして、万一第三者行為災害発生に際しては、当方にて損害賠償の責任を負うものと致します。

３．工事下請負基本契約書により、第三者に工事の一部の施工を委任する場合は、下請使用承認願（１．再下請負業者名簿、２．再下請負業者調査表）を提出し貴社の承認を得るとともに、当方の責任において上記事項の指導を行います。
以　　上
